第１号様式（第２第１項・第４第１項関係）
　企業立地計画の　　  承　　認　　申請に係る補足説明書
変更承認
（該当するものに○を付けてください）
（変更承認の場合は、変更のあった部分のみ記載してください）
１　申請者連絡先等
	名　　称
	

	常用従業員数
	　　　　　　　　　　　　　　　人　（うちパート　　　　人）

	電話番号／ＦＡＸ番号
	電話
	FAX

	担当者所属・氏名
	


２　法第19条に規定する課税の特例（租税特別措置法第44条の2第1項等に規定する

特別償却）の適用について（注１）
該当するものに○をつけてください。
	
	適用を希望する　　⇒３にお進みください。

	
	適用を希望しない　⇒４にお進みください。

	３　法第19条に規定する課税の特例を受けるためには、導入予定の設備が、「企業立地等の目的を達成し、事業の高度化に資するもの」であることが必要です。
貴社の導入設備について、下記の該当するものに○をつけてください。

	
	ア　新製品・新商品の開発又は製造のための設備

	　　　【製造業の場合】

	
	
	ｱ-(ⅰ)当該設備の設置以前には、量産提供していなかった製品・商品を製造する

	
	
	ｱ-(ⅱ)従来から製造していた製品・商品だが、新たな原材料や生産加工技術の適用により、従来の製品・商品と比べて性能が10％以上向上する

	
	
	ｱ-(ⅲ)従来から製造していた製品・商品だが、用途又は販路等が異なる製品・商品を製造する

	　　　【卸売業の場合】

	
	ｱ-(ⅳ)これまで取引関係を有しなかった顧客の製品・商品を取扱う

	
	ｱ-(ⅴ)既存の流通段階では取り扱っていなかった製品・商品を取扱う

	

	
	イ　既存製品・既存商品の生産性を向上させる設備
（＝下記のいずれかが従来設備と比べて10％以上向上する）

	

	
	ｲ-(ⅰ)物的労働生産性（生産数量（取扱数量）÷従業者数）が増加する

	
	ｲ-(ⅱ)価値労働生産性（生産額（売上高）÷従業者数）が増加する


４　事業計画の内容
（１）既存事業の内容と企業立地を行おうとする事業の内容

　　　「製品・商品・サービス」「主な取引先・市場」「生産・販売等の方式」等、適宜項目を設定して記載してください。
　　　必要に応じ、行を増やしたり資料を添付するなどしてください。
	①　既存事業の内容

	

	②　企業立地を行おうとする事業の内容
（※1）上記の３で課税の特例を希望している場合は、特にア－（ⅰ）～（ⅴ）、イ－（ⅰ）（ⅱ）の内容が分かるように記載してください。
（※2）下記の４（２）で設定する成果目標の算出根拠についても併せて具体的に記載してください。
「売上高」については、①売上高の内訳（単価×数量）、②単価及び数量の設定根拠、③商品の特徴や想定される取引先・市場　について具体的に記載してください。

「生産数量」については、新規建物による業務効率化や導入する機械装置の生産能力等　について具体的に記載してください。

	


（２）具体的な成果目標
３で課税の特例を希望している場合は、特にア－（ⅰ）～（ⅴ）、イ－（ⅰ）（ⅱ）の内容が分かるように記載してください。
（※1）表中、「既存」は既存製品・既存商品を、「新」は新製品・新商品を示します。
（※2）生産性を計算する場合の従業者数は、役員を含む全ての人員を記載してください。なお、派遣労働者、短時間労働者が含まれる場合は、勤務時間により、１日８時間勤務を１名として人数調整してください。

                                                   　　　　　   （単位：千円）

	
	前々期末

（　年

　　月期）
	直近期末

（　年

　　月期）
	計画終期期末（　年

月期）
	指　数

直近期末

＝1.00

	売上高


	既存(Ａ)
	
	
	
	

	
	新(Ｂ)
	―
	―
	
	―

	
	計(Ｃ)
	
	
	
	

	売上原価


	商品・材料費

	既存
	
	
	
	

	
	
	新
	
	
	
	―

	
	外注費

	既存
	
	
	
	

	
	
	新
	
	
	
	―

	
	減価償却費

	既存
	
	
	
	

	
	
	新
	
	
	
	―

	
	労務費
	既存
	
	
	
	

	
	
	新
	
	
	
	―

	
	その他の経費
	既存
	
	
	
	

	
	
	新
	
	
	
	―

	
	売上原価計(Ｄ)


	既存
	
	
	
	

	
	
	新
	
	
	
	

	売上総利益

(Ｃ)－(Ｄ)＝(Ｅ)
	既存
	
	
	
	

	
	新
	
	
	
	

	一般管理費等


	人件費
	既存
	
	
	
	

	
	
	新
	
	
	
	―

	
	減価償却費
	既存
	
	
	
	

	
	
	新
	
	
	
	―

	
	地代・家賃
	既存
	
	
	
	

	
	
	新
	
	
	
	―

	
	その他の経費
	既存
	
	
	
	

	
	
	新
	
	
	
	―

	
	一般管理費等計

(Ｆ)
	既存
	
	
	
	

	
	
	新
	
	
	
	

	営業利益

(Ｅ)－(Ｆ)＝(Ｇ)
	既存
	
	
	
	

	
	新
	
	
	
	

	経常利益
	
	
	
	

	生産数量

(台、ｔ、Ｌ)
	既存(Ｈ)
	
	
	
	

	
	新(Ｉ)
	―
	―
	
	―

	
	計(Ｊ)
	
	
	
	

	従業員数

(人)（※）
	既存(Ｋ)
	
	
	
	

	
	新(Ｌ)
	―
	―
	
	―

	
	計(Ｍ)
	
	
	
	

	物的労働

生産性
	既存(Ｈ)÷(Ｋ)
	
	
	
	

	
	新(Ｉ)÷(Ｌ)
	―
	―
	
	―

	
	計(Ｊ)÷(Ｍ)
	
	
	
	

	価値労働

生産性
	既存(Ａ)÷(Ｋ)
	
	
	
	

	
	新(Ｂ)÷(Ｌ)
	―
	―
	
	―

	
	計(Ｃ)÷(Ｍ)
	
	
	
	


５　希望する支援策等について（注２）

（１）希望する支援策（法第１９条に規定する課税の特例以外）

	
	政府系金融機関による低利融資制度

	
	中小企業信用保険法の特例

	
	（財）食品流通構造改善促進機構による債務保証


（２）企業名等の公表について

　　　企業立地計画が承認された場合、下記の内容を東京都のホームページで公表可能かどうか、該当する項目の欄に○を付けてください。

	
	公表してよい

	
	
	企業名

	
	
	代表者名

	
	
	資本金・従業員数

	
	
	所在地

	
	
	電話番号

	
	
	業種

	
	
	企業立地計画の概要

	

	
	公表を望まない


（注１）

	
本制度の適用の可否は、所轄税務署等の判断によりますので、必要に応じ、所轄税務署等に事前相談を行った上で申請を行ってください。


（注２）
	
　これらの融資や制度を利用する場合には、東京都による計画の承認とは別に、借入先の金融機関等の審査が別途必要となります。





企業立地計画の承認は融資を保証するものではありません





企業立地計画の承認は特別償却の適用を保証するものではありません








